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３．温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策 
 

 2030 年度の 

排出量の目安 

（百万 t- CO２） 

2013 年度 （2005 年度） 

（百万 t- CO２） 

 

対策・施策 

 

エネルギー起源 CO２ 927 1,235 （1,219）  

 産業部門 401 429 （457） ・低炭素社会実行計画の推進・強化 

（鉄鋼業） 

・電力需要設備効率の改善 

・廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの製鉄所でのｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ拡大 

・次世代ｺｰｸｽ製造技術（SCOPE21）の導入 

・発電効率の改善 

・省ｴﾈ設備の増強 

・革新的製銑ﾌﾟﾛｾｽ（ﾌｪﾛｺｰｸｽ）の導入 

・環境調和型製鉄ﾌﾟﾛｾｽ（COURSE50）の導入 

（化学工業） 

・石油化学の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入 

・その他化学製品の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入 

・膜による蒸留ﾌﾟﾛｾｽの省ｴﾈﾙｷﾞｰ化技術の導入 

・二酸化炭素原料化技術の導入 

・非可食性植物由来原料による化学品製造技術の導入 

・微生物触媒による創電型廃水処理技術の導入 

・密閉型植物工場の導入 

（窯業・土石製品製造業） 

・従来型省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の導入（排熱発電、ｽﾗｸﾞ粉砕、ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸ

ｰﾗ、ｾﾊﾟﾚｰﾀ改善、堅型石炭ﾐﾙ） 

・熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替廃棄物（廃ﾌﾟﾗ等）利用技術の導入 

・革新的ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽの導入 

・ｶﾞﾗｽ溶融ﾌﾟﾛｾｽの導入 
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（パルプ・紙・紙加工品製造業） 

・高効率古紙ﾊﾟﾙﾌﾟ製造技術の導入 

・高温高圧型黒液回収ﾎﾞｲﾗの導入 

（業種横断・その他） 

・高効率空調の導入 

・産業 HP（加温・乾燥）の導入 

・産業用照明の導入 

・低炭素工業炉の導入 

・産業用ﾓｰﾀの導入 

・高性能ﾎﾞｲﾗの導入 

・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙﾌﾚｰｸ直接利用 

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ建機の導入 

・省ｴﾈ農機の導入 

・施設園芸における省ｴﾈ設備の導入 

・省ｴﾈ漁船への転換 

・業種間連携省ｴﾈの取組推進 

・特殊自動車における低炭素化の促進 

（工場エネルギーマネジメント） 

・産業部門における徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施 

業務その他部門 168 279 （239） ・新築建築物における省ｴﾈ基準適合の推進 

・建築物の省ｴﾈ化（改修） 

・業務用給湯器の導入（潜熱回収型給湯器、業務用ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯

器、高効率ﾎﾞｲﾗ） 

・高効率照明の導入 

・冷媒管理技術の導入（ﾌﾛﾝ） 

・ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の省ｴﾈ性能向上 

・BEMS の活用、省ｴﾈ診断等による業務部門における徹底的なｴﾈﾙ

ｷﾞｰ管理の実施 

・照明の効率的な利用 

・国民運動の推進（ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施徹底の促進、自治
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体庁舎改修） 

・ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用の拡大 

・下水道における省ｴﾈ・創ｴﾈ対策の推進 

・水道事業における省ｴﾈﾙｷﾞｰ・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ対策の推進等 

・地方公共団体実行計画（事務事業編）に基づく取組の推進 

・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装の分別収集・ﾘｻｲｸﾙの推進 

・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策による熱環境改善を通じた都市の低炭素化 

・温暖化対策ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による各省連携施策の計画的な推進 

家庭部門 122 201 （180） ・新築住宅における省ｴﾈ基準適合の推進 

・既築住宅の断熱改修の推進 

・高効率給湯器の導入（CO2 冷媒 HP 給湯器、潜熱回収型給湯器、

燃料電池、太陽熱温水器） 

・高効率照明の導入 

・ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の省ｴﾈ性能向上 

・HEMS・ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰを利用した家庭部門における徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ

管理の実施 

・国民運動の推進（ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施徹底の促進、機器

の買換え促進、家庭エコ診断） 

・浄化槽の省ｴﾈﾙｷﾞｰ化 

・温暖化対策ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による各省連携施策の計画的な推進 

運輸部門 163 225 （240） ・燃費改善 

・次世代自動車の普及 

・その他運輸部門対策（交通流対策の推進、公共交通機関の利用

促進等、鉄道貨物輸送へのﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ、海運ｸﾞﾘｰﾝ化総合対策、

港湾の最適な選択による貨物の陸上輸送距離の削減、港湾にお

ける総合的な低炭素化、ﾄﾗｯｸ輸送の効率化、鉄道のｴﾈﾙｷﾞｰ消費

効率の向上、航空のｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率の向上、省ｴﾈに資する船舶

の普及促進、環境に配慮した自動車使用等の促進による自動車

運送事業等のｸﾞﾘｰﾝ化、共同輸配送の推進、高速道路交通ｼｽﾃﾑ

ITS の推進（信号機の集中制御化）、交通安全施設の整備（信
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号機の高度化、信号灯器の LED 化の推進）、自動運転の推進、

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進、ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ） 

・地球温暖化対策に関する構造改革特区制度の活用 

・温暖化対策ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による各省連携施策の計画的な推進 

エネルギー転換

部門 

73 101 （104） ・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの最大限の導入促進 

・安全性の確認された原子力発電の活用 

・火力発電の高効率化（USC、A-USC、IGCC 等） 

分野横断的施策 ― ― （―） ・Ｊ－ｸﾚｼﾞｯﾄ制度の推進 
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 2030 年度の 

排出量の目標 

（百万 t- CO２） 

2013 年度 （2005 年度） 

（百万 t- CO２） 
対策・施策 

非エネルギー起源ＣＯ２ 70.8 75.9 （85.4） ・混合ｾﾒﾝﾄの利用拡大 

・一般廃棄物焼却量の削減 

ＣＨ４ 31.6 36.0 （39.0） ・農地土壌に関連する温室効果ｶﾞｽ排出削減対策（水田ﾒﾀﾝ排出

削減） 

・一般廃棄物の最終処分量の削減 

・一般廃棄物最終処分場における準好気性埋立構造の採用 

Ｎ２Ｏ 21.1 22.5 （25.5） ・農地土壌に関連する温室効果ｶﾞｽ排出削減対策 

（施肥に伴う一酸化二窒素削減） 

・下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化等 

ＨＦＣ等４ガス 28.9 38.6 （27.7） ・ＨＦＣ等４ｶﾞｽの総合的排出抑制対策（ﾌﾛﾝ排出抑制法や産業界の

自主行動計画による排出抑制等） 

 

 ＨＦＣｓ 21.6 31.8 （12.7） 

 ＰＦＣｓ 4.2 3.3 （8.6） 

 ＳＦ６ 2.7 2.2 （5.1） 

 ＮＦ３ 0.5 1.4 （1.2） 

 

 2030 年度の 

吸収量の目標 

（百万 t- CO２） 

2013 年度 （2005 年度） 

（百万 t- CO２） 
対策・施策 

温室効果ガス吸収源対

策・施策 

37.0 ― （―） ・森林・林業対策の推進による温室効果ｶﾞｽ吸収源対策の推進 

・農地土壌炭素吸収源対策 

・都市緑化等の推進  森林吸収源対策 27.8 ― （―） 

 農地土壌炭素吸

収源対策 

7.9 ― （―） 

 都市緑化等の推

進 

1.2 ― （―） 

 

ir013795690
タイプライターテキスト
（出典：日本の約束草案）




